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宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第42号

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則

職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和28年宮崎県人事委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続）

第24条 受給資格者又は条例第10条第15項に規定する者は、同条第

11項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けよ

うとするときは、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保

険法第56条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当

（以下「就業手当」という。）に相当する退職手当にあっては就

業手当に相当する退職手当支給申請書（様式第16号の２）に、同

号ロに該当する者に係る就業促進手当（雇用保険法施行規則（昭

和50年労働省令第３号）第83条の４に規定する就業促進定着手当

（以下「就業促進定着手当」という。）を除く。以下「再就職手

当」という。）に相当する退職手当にあっては再就職手当に相当

する退職手当支給申請書（様式第16号の３）に、同号ロに該当す

る者に係る就業促進手当（就業促進定着手当に限る。）に相当す

る退職手当にあっては就業促進定着手当に相当する退職手当支給

申請書（様式第16号の４）に、同項第２号に該当する者に係る就

業促進手当（以下「常用就職支度手当」という。）に相当する退

職手当にあっては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請

書（様式第17号）に、条例第10条第11項第５号の規定による退職

手当にあっては移転費に相当する退職手当支給申請書（様式第18

号）に、同項第６号の規定による退職手当のうち雇用保険法第59

条第１項第１号に該当する行為をする者に係る求職活動支援費に

相当する退職手当にあっては求職活動支援費（広域求職活動費）

に相当する退職手当支給申請書（様式第19号）に、同項第２号に

該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当

にあっては求職活動支援費（短期訓練受講費）に相当する退職手

当支給申請書（様式第19号の２）に、同項第３号に該当する行為

をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあっては求

職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支

（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続）

第24条 受給資格者又は条例第10条第15項に規定する者は、同条第

11項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けよ

うとするときは、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保

険法第56条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当

（以下「就業手当」という。）に相当する退職手当にあっては就

業手当に相当する退職手当支給申請書（様式第16号の２）に、同

号ロに該当する者に係る就業促進手当（雇用保険法施行規則（昭

和50年労働省令第３号）第83条の４に規定する就業促進定着手当

（以下「就業促進定着手当」という。）を除く。以下「再就職手

当」という。）に相当する退職手当にあっては再就職手当に相当

する退職手当支給申請書（様式第16号の３）に、就業促進定着手

当に相当する退職手当にあっては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（様式第16号の４）に、同法第56の３第１項第

２号に該当する者に係る就業促進手当（以下「常用就職支度手当

」という。）に相当する退職手当にあっては常用就職支度手当に

相当する退職手当支給申請書（様式第17号）に、条例第10条第11

項第５号の規定による退職手当にあっては移転費に相当する退職

手当支給申請書（様式第18号）に、又は同項第６号の規定による

退職手当にあっては広域求職活動費に相当する退職手当支給申請

書（様式第19号）にそれぞれ受給資格証又は特例受給資格証を添

えて知事に提出しなければならない。ただし、受給資格証又は特

例受給資格証を提出することができないことについて正当な理由

があるときは、これを添えないことができる。
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給申請書（様式第19号の３）にそれぞれ受給資格証、高年齢受給

資格証又は特例受給資格証を添えて知事に提出しなければならな

い。ただし、受給資格証、高年齢受給資格証又は特例受給資格証

を提出することができないことについて正当な理由があるときは

、これを添えないことができる。

２ 知事は、前項の規定による申請書の提出を受けたときは、受給

資格証、高年齢受給資格証又は特例受給資格証に必要な事項を記

載し、その者に返付しなければならない。

様式第６号（第７条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

退職した職員の注意事項

１・２ ［略］

任命権者の記載心得

１ ［略］

２ 記載上の注意

臼欄には、この票の職員に交付した日を記載すること。

渦欄には、退職した職員が所属していた部課かい名を記載する

こと。

嘘欄には、退職した職員の職名を記載すること。

唄欄には、退職した職員の氏名を記載すること。

欝欄には、退職した職員の性別について男女のいずれかに○印

を付けること。

蔚欄には、退職した職員の生年月日及び退職時の満年齢を記載

すること。

鰻欄には、退職した職員の住所又は居所を記載すること。

姥欄には、退職した職員の退職前引き続いて宮崎県職員として

勤務し始めた就職の年月日を記載すること。

厩欄には、退職した職員の退職した年月日を記載すること。

浦欄には、退職した職員の給与形態に応じて（Ａ）欄又は（Ｂ

）欄の該当箇所に○印を付けること。

瓜欄には、退職した職員の姥欄から厩欄までの退職手当の計算

の基礎となった勤続期間及び職員の退職手当に関する条例第

10条第２項の規定によって通算される期間の合計期間を記載

すること。

閏欄には、退職した職員を雇用保険法の被保険者とみなした場

合において、同法第37条の２第１項に該当する者は（Ｂ）欄

に、同法第38条第１項に該当する者は（Ｃ）欄に、その他の

者については（Ａ）欄に○印を付けること。

噂欄には、退職した職員の退職の月前の最後の６月間に支払わ

れた給与の総額を記載し、職員の基本となる給与が月給、旬

給、週給等一定の期間によって定められている場合には、（

Ａ）欄に給与の種類別に６月間の総額を記載し、職員の基本

となる給与が日給、時間給、出来高払制によって定められて

いる場合には、（Ｂ）欄にその各月の労働日数及び給与額を

記載すること。（Ｂ）欄に記載する場合には、退職者の給与

がすべて日給、時間給、出来高払制等労働量に応じて支給す

るものであるときは、（ア）の欄にのみ記載し、退職者の給

与が一部は日給、時間給等、一部は月、週その他の期間によ

って支給するときは、（ア）の欄及び（イ）の欄にそれぞれ

区別して各月の総額を記載すること。

云欄には、退職した職員の賃金日額及び算定の方式を記載する

２ 知事は、前項の規定による申請書の提出を受けたときは、受給

資格証又は特例受給資格証に必要な事項を記載し、その者に返付

しなければならない。

様式第６号（第７条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

退職した職員の注意事項

１・２ ［略］

任命権者の記載心得

１ ［略］

２ 記載上の注意

臼欄には、この票の職員に交付した日を記載すること。

渦欄には、退職した職員が所属していた部課かい名を記載する

こと。

嘘欄には、退職した職員の職名を記載すること。

唄欄には、退職した職員の氏名を記載すること。

欝欄には、退職した職員の性別について男女のいずれかに○印

を付けること。

蔚欄には、退職した職員の生年月日及び退職時の満年齢を記載

すること。

鰻欄には、退職した職員の住所又は居所を記載すること。

姥欄には、退職した職員の退職前引き続いて宮崎県職員として

勤務し始めた就職の年月日を記載すること。

厩欄には、退職した職員の退職した年月日を記載すること。

浦欄には、退職した職員の給与形態に応じて（Ａ）欄又は（Ｂ

）欄の該当個所に○印を付けること。

瓜欄には、退職した職員の姥欄から厩欄までの退職手当の計算

の基礎となった勤続期間及び職員の退職手当に関する条例第

10条第２項の規定によって通算される期間の合計期間を記載

すること。

閏欄には、退職した職員を雇用保険法の被保険者とみなした場

合において、同法第37条の２第１項に該当する者は（Ｂ）欄

に、同法第38条第１項に規定する短期雇用特例被保険者に該

当する者は（Ｃ）欄に、その他の者については（Ａ）欄に○

印を付けること。

⑬欄には、退職した職員の退職の月前の最後の６月間に支払わ

れた給与の総額を記載し、職員の基本となる給与が月給、旬

給、週給等一定の期間によって定められている場合には、（

Ａ）欄に給与の種類別に６月間の総額を記載し、職員の基本

となる給与が日給、時間給、出来高払制によって定められて

いる場合には、（Ｂ）欄にその各月の労働日数及び給与額を

記載すること。（Ｂ）欄に記載する場合には、退職者の給与

がすべて日給、時間給、出来高払制等労働量に応じて支給す

るものであるときは、（ア）の欄にのみ記載し、退職者の給

与が一部は日給、時間給等、一部は月、週その他の期間によ

って支給するときは、（ア）の欄及び（イ）の欄にそれぞれ

区別して各月の総額を記載すること。

云欄には、退職した職員の賃金日額及び算定の方式を記載する



宮 崎 県 公 報 平成 28年 12月 27日（火曜日） 号外 第 66号

害 3害

こと。

運欄には、退職した職員の退職時に支払った一般の退職手当等

の額を記載すること。なお、説明欄には、一般の退職手当等

の全部又は一部を支給しないこととする処分が行われた場合

にはその旨を記載すること。

雲欄には、退職した職員の退職時の給料月額（給料が日額で定

められている者にあっては、日額）を記載すること。

荏欄には、退職の主たる事由を一つ選択し、任命権者記載欄の

□に○印を記入のうえ、具体的事情記載欄（任命権者用）に

具体的事情を記入すること。

叡欄には、任命権者名を記載し、その印を押すこと。

営欄には、通算される期間（瓜欄に同じ。）、基本手当の日額

、所定給付日数及び待機日数その他必要な事項を記載するこ

と。

様式第６号（別紙）

［略］

様式第11号（第14条関係）

（表面）

［略］

（該当のところへ○印を付け、必要な事柄を記載してください。

）

（裏面）

［略］

こと。

運欄には、退職した職員の退職時に支払った一般の退職手当等

の額を記載すること。なお、説明欄には、一般の退職手当等

の全部又は一部を支給しないこととする処分が行われた場合

にはその旨を記載すること。

雲欄には、退職した職員の退職時の給料月額（給料が日額で定

められている者にあっては、日額）を記載すること。

荏欄には、退職の主たる事由を一つ選択し、任命権者記載欄の

□に○印を記入のうえ、具体的事情記載欄（任命権者用）に

具体的事情を記入すること。

叡欄には、任命権者名を記載し、その印を押すこと。

営欄には、通算される期間（瓜欄に同じ。）、基本手当の日額

、所定給付日数及び待機日数その他必要な事項を記載するこ

と。

様式第６号（別紙）

［略］

様式第11号（第14条関係）

（表面）

［略］

（該当のところへ○印を付け必要な事柄を記載してください。）

（裏面）

［略］

［略］

③失業の認定を受けようとする期間中に引き続いて就職先を

探しましたか。

［略］

ア 探

した

求職活

動の内

容

利用し

た機関

の名称

活動日求職活動の方法

（ア） ［略］

（イ）職業紹介事業

者による職業相

談、職業紹介等

（ウ）派遣元事業主

による派遣就業

相談等

（エ）公的機関等に

よる職業相談、

職業紹介等

［略］

［略］

［略］

［略］（１） ［略］

（２） 地方公共

団体及び職

業紹介事業

者紹介

（３） ［略］

［略］⑤就職若し

くは自営

業を開始

した人又

はその予

定のある

人が記入

してくだ

さい。

［略］

［略］

［略］

［略］

③失業の認定を受けようとする期間中に引き続いて就職先を

探しましたか。

［略］

ア 探

した

求職活

動の内

容

利用し

た機関

の名称

活動日求職活動の方法

（ア） ［略］

（イ）民間職業紹介

機関による職業

相談、職業紹介

等

（ウ）労働者派遣機

関による派遣就

業相談等

（エ）公的機関等に

よる職業相談等

［略］

［略］

［略］

［略］（１） ［略］

（２） 職業紹介

事業者紹介

（３） ［略］

［略］⑤就職若し

くは自営

業を開始

した人又

はその予

定のある

人が記入

してくだ

さい。

［略］

［略］

［略］
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様式第12号（第15条関係）

（表面）

（裏面）

注 意 事 項

１ この届書には、受給資格証を添えること。

２・３ ［略］

様式第13号の２（第16条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

［略］

様式第14号（第17条関係）

（表面）

（裏面）

備考

１ ［略］

２ この申請書には、受給資格証を添えること。

３ 浦欄は、姥欄の期間のうち、同一の傷病により受けること

ができる給付について、次の区分に従って該当するものの番

号（２以上の給付を受けることができる場合には、その受け

ることができるすべての給付の番号）を○で囲むこと。

（１）・（２） ［略］

（３） 船員法による傷病手当

（４）～（８） ［略］

様式第14号の２（第20条の２関係）

（表面）

様式第12号（第15条関係）

（表面）

（裏面）

注 意 事 項

１ この届書には、受給資格者証を添えること。

２・３ ［略］

様式第13号の２（第16条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

［略］

様式第14号（第17条関係）

（表面）

（裏面）

備考

１ ［略］

２ この申請書には、受給資格者証を添えること。

３ 浦欄は、姥欄の期間のうち、同一の傷病により受けること

ができる給付について、次の区分に従って該当するものの番

号（２以上の給付を受けることができる場合には、その受け

ることができるすべての給付の番号）を○で囲むこと。

（１）・（２） ［略］

（３）～（７） ［略］

様式第14号の２（第20条の２関係）

（表面）

［略］

５ 雇用保険法

第６条第５号

に規定する船

員の職業能力

の開発及び向

上に資する訓

練又は講習と

して厚生労働

大臣が定める

もの

４ 高年齢者等

の雇用の安定

等に関する法

律第25条第１

項の計画に準

拠した同項第

３号に掲げる

訓練

［略］②公共職

業訓練

等に関

する事

項

［略］

［略］

［略］

５ 沖縄振興特

別措置法第81

条に基づく職

業訓練

４ 高年齢者等

の雇用の安定

等に関する法

律第23条第１

項の計画に準

拠した同項第

３号に掲げる

訓練

［略］②公共職

業訓練

等に関

する事

項

［略］

［略］

［略］

早期就業支援

金支給日数

就業手当支給

日数

［略］内職（労

働日数、

収入額）

［略］

［略］

就業手当支給

日数

［略］内職（労

働日数、

収入額）

［略］

［略］

（１）（２）（３）（４）（５）（６）

（７）（８）

浦同一の傷病

により受け

ることがで

きる給付

支

給

申

請

期

間

［略］

［略］

［略］

（１）（２）（３）（４）（５）（６）

（７）

浦同一の傷病

により受け

ることがで

きる給付

支

給

申

請

期

間

［略］

［略］

［略］

［略］高年

［略］

［略］高年
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（裏面）

［略］

様式第15号（第21条関係）

（表面）

（裏面）

［略］

（裏面）

［略］

様式第15号（第21条関係）

（表面）

（裏面）

［略］

齢受

給資

格者

退 職 事 由

年 月 日受給期限日年 月 日求職年月日

［略］

齢受

給資

格者

年 月 日受給期限日年 月 日求職年月日

［略］

［略］

［略］特例受

給資格

者

退 職 事 由

年 月 日受給期限日年 月 日求職年月日

［略］

［略］

［略］特例受

給資格

者

年 月 日受給期限日年 月 日求職年月日

［略］

様式第15号の２を次のように改める。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第16号（第22条関係）

（表面）

（裏面）

注 意 事 項

１～５ ［略］

６ ※印欄には、記載しないこと。

様式第16号の２（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、原則として、失業の認定を受けようとする期

間（前回の失業の認定日から今回の認定日の前日までの期間。

認定対象期間＝支給対象期間（就業手当等））中に職業に就い

た（就業した）場合（注）、その失業の認定を受ける日（認定

日＝確認日（就業手当等））に失業認定申告書と一緒に受給資

格証を添えて提出すること。

ただし、就職して被保険者資格を取得した場合など、その就

職以降失業の認定を受ける必要のない方については、その後の

支給申請を支給対象期間ごとに行うこととした場合の確認日か

ら次の確認日の前日までの間に代理人または郵送によって申請

しても差し支えないこと（この場合、「次回申請日」欄を確認

の上、その日までに支給申請を行うこと。）。ただし、代理人

による申請の場合は、委任状が必要となる。

（注） ［略］

２～６ ［略］

７ ４及び５欄は、雇用契約を締結して就業する場合に該当する

ものを○で囲むこと。

この場合、４欄の「関連事業主」とは、あなたが就業した事

業所が一定の資本の状況から見て離職前の事業主と密接な関係

様式第16号（第22条関係）

（表面）

（裏面）

注 意 事 項

１～５ ［略］

様式第16号の２（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、原則として、失業の認定を受けようとする期

間（前回の失業の認定日から今回の認定日の前日までの期間。

認定対象期間＝支給対象期間（就業手当等））中に職業に就い

た（就業した）場合（注）、その失業の認定を受ける日（認定

日＝確認日（就業手当等））に失業認定申告書と一緒に受給資

格者証を添えて提出すること。

ただし、就職して被保険者資格を取得した場合など、その就

職以降失業の認定を受ける必要のない方については、その後の

支給申請を支給対象期間ごとに行うこととした場合の確認日か

ら次の確認日の前日までの間に代理人または郵送によって申請

しても差し支えないこと（この場合、「次回申請日」欄を確認

の上、その日までに支給申請を行うこと。）。ただし、代理人

による申請の場合は、委任状が必要となる。

（注） ［略］

２～６ ［略］

７ ４及び５欄は、雇用契約を締結して就業する場合に該当する

ものを○で囲むこと。

この場合、３欄の「関連事業主」とは、あなたが就業した事

業所が一定の資本の状況から見て離職前の事業主と密接な関係

［略］

どのような方法で探しましたか。

（ア） ［略］

（イ） 職業紹介事業者による職業

相談、職業紹介等

（ウ） 派遣元事業主による派遣就

業相談等

（エ） 公的機関等による職業相談

、職業紹介等

（オ）～（ケ） ［略］

［略］渦失業の認定

を受けよう

とする期間

中に、就職

先を探しま

したか。

［略］

［略］（１） ［略］

（２） 地方公

共団体又

は職業紹

介事業者

紹介

（３） ［略］

［略］唄就職若しく

は自営業を

開始した人

又はその予

定のある人

が記入して

ください。

［略］

［略］

［略］

［略］

どのような方法で探しましたか。

（ア） ［略］

（イ） 民間職業紹介機関による職

業相談、職業紹介等

（ウ） 労働者派遣機関による派遣

就業相談等

（エ） 公的機関等による職業相談

等

（オ）～（ケ） ［略］

［略］渦失業の認定

を受けよう

とする期間

中に、就職

先を探しま

したか。

［略］

［略］（１） ［略］

（２） ［略］

［略］唄就職若しく

は自営業を

開始した人

又はその予

定のある人

が記入して

ください。

［略］

［略］

［略］
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にあるもの（出資等の割合が50％を超えるもの）である他の事

業主のことをいう。

この「関連事業主」に当たるか否かについて疑問がある場合

には、安定所の窓口に問い合わせること。

８ ［略］

９ ※印欄には、記載しないこと。

様式第16号の３（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、嘘欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月

日の翌日から起算して１箇月以内に知事に提出すること。

２～９ ［略］

様式第16号の４（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る

就職日から起算して６か月に至った日の翌日から起算して２か

月以内に、知事に提出すること。

２ この申請書は、受給資格証を添えること。

３ 申請者にあっては臼欄から嘘欄まで及び厩欄、当該申請者を

雇用した事業主にあっては唄欄から姥欄までをそれぞれ記載す

ること。ただし、臼欄から嘘欄までは、再就職手当に相当する

退職手当の支給申請時から変更がない場合は記載を省略するこ

とができる。

４ ［略］

５ 申請書の記載について

（１） ［略］

（２） 事業主の記載事項

ア 欝欄は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る

就職日から６か月に至った時点における１週間の所定労

働時間を記載すること。

イ ［略］

ウ 鰻欄は、再就職手当に相当する退職手当の受給に係る

就職日から最初に到達する賃金締切日（賃金締切日が１

にあるもの（出資等の割合が50％を超えるもの）である他の事

業主のことをいう。

この「関連事業主」に当たるか否かについて疑問がある場合

には、安定所の窓口に問い合わせること。

８ ［略］

様式第16号の３（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請は、嘘欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月日

の翌日から起算して１箇月以内（提出期限）に、知事に提出す

ること。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情があ

ると認められない限り受理されない。

２～９ ［略］

様式第16号の４（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、再就職手当の受給に係る就職日から起算して

６か月に至った日の翌日から起算して２か月以内に、知事に提

出すること。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情

があると認められない限り受理されないので注意すること。

２ この申請書は、受給資格者証を添えること。

３ 申請者にあっては臼欄から嘘欄まで及び厩欄、当該申請者を

雇用した事業主にあっては唄欄から姥欄までをそれぞれ記載す

ること。ただし、臼欄から嘘欄までは、再就職手当の支給申請

時から変更がない場合は記載を省略することができる。

４ ［略］

５ 申請書の記載について

（１） ［略］

（２） 事業主の記載事項

ア 欝欄は、再就職手当の受給に係る就職日から６か月に

至った時点における１週間の所定労働時間を記載するこ

と。

イ ［略］

ウ 鰻欄は、再就職手当の受給に係る就職日から最初に到

達する賃金締切日（賃金締切日が１暦月中に２回以上あ

［略］［略］

［略］ ［略］

［略］浦 嘘の雇入年月日又

は事業開始年月日前

３年間における就業

についての再就職手

当に相当する退職手

当又は常用就職支度

手当に相当する退職

手当の受給の有無

イ 再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相当

する退職手当のいずれも受給し

たことがない。

［略］

［略］浦 嘘の雇入年月日又

は事業開始年月日前

３年間における就業

についての再就職手

当に相当する退職手

当又は常用就職支度

手当に相当する退職

手当の受給の有無

イ 再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相当

する退職手当を受給したことが

ない。

［略］

［略］ ［略］



宮 崎 県 公 報平成 28年 12月 27日（火曜日） 号外 第 66号

害 10害

暦月中に２回以上ある者については各暦月の末日に最も

近い賃金締切日を、日々賃金が支払われる者等定められ

た賃金締切日のない者については暦月の末日をいう。以

下同じ。）まで、及び各賃金締切日の翌日から次の賃金

締切日までの期間ごとにそれぞれ記載すること。

エ ［略］

６ ［略］

様式第17号（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、嘘欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月

日の翌日から起算して１箇月以内に、知事に提出すること。

２ この申請書には、受給資格証、高年齢受給資格証、特例受給

資格証又は被保険者手帳を添えること。

３～５ ［略］

様式第18号（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書は、移転の日の翌日から起算して１箇月以内に、

知事に提出すること。

２ この申請書には、受給資格証、高年齢受給資格証又は特例受

給資格証を添えて提出すること。

３～８ ［略］

様式第19号（第24条関係）

求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手当支給申請書

る者については各暦月の末日に最も近い賃金締切日を、

日々賃金が支払われる者等定められた賃金締切日のない

者については暦月の末日をいう。以下同じ。）まで、及

び各賃金締切日の翌日から次の賃金締切日までの期間ご

とにそれぞれ記載すること。

エ ［略］

６ ［略］

様式第17号（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請は、嘘欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月日

の翌日から起算して１箇月以内（提出期限）に、知事に提出す

ること。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情があ

ると認められない限り受理されない。

２ この申請書には、受給資格証、特例受給資格証又は被保険者

手帳を添えること。

３～５ ［略］

様式第18号（第24条関係）

（表面）

［略］

（裏面）

注 意 事 項

１ この申請書には、受給資格証又は特例受給資格証を添えて提

出すること。

２～７ ［略］

様式第19号（第24条関係）

広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書

［略］ ［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］浦 嘘の雇入年月日又

は事業開始年月日前

３年間における就業

についての再就職手

当に相当する退職手

当又は常用就職支度

手当に相当する退職

手当の受給の有無

イ 再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相当

する退職手当のいずれも受給し

たことがない。

［略］

［略］浦 嘘の雇入年月日又

は事業開始年月日前

３年間における就業

についての再就職手

当に相当する退職手

当又は常用就職支度

手当に相当する退職

手当の受給の有無

イ 再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相当

する退職手当を受給したことが

ない。

［略］

［略］ ［略］

［略］

職員の退職手当に関する条例施行規則第24条第１項の規定

により、上記のとおり求職活動支援費（広域求職活動費）に

相当する退職手当の支給を申請します。

年 月 日

申請者氏名 魁

宮崎県知事（氏 名）殿

［略］

［略］

職員の退職手当に関する条例施行規則第24条第１項の規定

により、上記のとおり広域求職活動費に相当する退職手当の

支給を申請します。

年 月 日

申請者氏名 魁

宮崎県知事（氏 名）殿

［略］
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備考

１ この申請書は、公共職業安定所の指示による広域求職活動

を終了した日の翌日から起算して10日以内に知事に提出する

こと。

２・３ ［略］

備考

１ この申請書は、広域求職活動の指示を受けた日の翌日から

起算して10日以内に知事に提出すること。

２・３ ［略］

様式第19号の次に次の２様式を加える。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成29年１月１日から施行する。

（用紙に関する経過措置）

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の職員の退職手当に関する条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分

の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
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